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The global epidemic of new coronavirus （COVID-19） has pushed the Tokyo Olympics and 
Paralympics （Tokyo 2020 Games） to postpone for the first time in history. People who were 
looking forward to the event receded, and negative opinions such as “cancellation” and “post-
ponement” increased. In a situation where there is no way out of the new coronavirus infection, 
the opinion that “should be stopped” was much higher than the opinion that “it should be held” 
in the recent opinion poll by the media.
Why did people feel negative about the event? From the beginning of 2020, we will follow the 
process leading to the decision to postpone, and follow the changes in people’s minds based on 
the results of opinion polls by the media.
The Olympics and Paralympics are huge “media・events” and have been regarded as “nation-
al events” in Japan. He has made traditional media such as newspapers and television “friends” 
and has shown a strong influence. Traditional media, which has a strong awareness as a “public 
institution,” is trying to contribute to the success of the Games as a broadcast right holder and 
sponsor at the Tokyo 2020 Games. On the other hand, the Internet media, which has become 
very popular, has a different direction from traditional media, and I have doubts about how it 
should be “unified.” The “question about the event” as an “individual” was amplified by the anx-
iety about the new coronavirus, and became a negative “Kuki= atmosphere” for the event.
Also, due to the influence of “scandals” that occurred in the past, I began to see huge events 
negatively.
The huge “media event” represented by the Olympics and Paralympics has had to deal with 
the “Kuki=atmosphere” created by the Internet and the Internet media, which are becoming 
more and more popular. The Olympics and Paralympics must once again answer the significance 





2021 年 3 月 25 日，「東京 2020 オリンピック・
パラリンピック競技大会（東京 2020 大会）」の聖




2011 年 3 月 11 日に発生した「東日本大震災」
で大きな被害を受けた福島県の楢葉町と広野町に
広がるサッカー施設，「J ヴィレッジ」から 121
日間の日程で 47 都道府県 859 市町村を巡り，7
月 23 日に開会式を迎える東京・新宿の国立競技






















































新聞各紙は 2021 年 3 月 25 日付夕刊，26 日付
朝刊で聖火リレー開始を「希望の火」と表現する
一方，新型コロナウイルス感染が再拡大傾向にあ
る状況に警鐘をならした．毎日新聞 3 月 26 日付
朝刊は「地方感染増，第 4 波警戒」「独自緊急事態，
相次ぐ」との見出しで各地の状況を紹介，懸念を





島根県の丸山達也知事が 2 月 17 日，松江市で
開催した同県の聖火リレー実行委員会で問題提起
した「県内の聖火リレー中止検討」についてはこ






























会閉幕直後の 2016 年 10 月から東京 2020 大会 1
年前となる 2019 年 7 月まで，５回にわたって「東
京オリンピック・パラリンピックに関する世論調
査」を実施した．住民台帳から層化無作為に抽出
した全国 20 歳以上の男女 3,600 人（12 人× 300
地点）を対象に行い，各回とも 2,500 人前後の有
効数（70.1% ～ 67.8％）があった4）．
2019 年 6 月 29 日から 7 月 7 日に実施された第
5 回調査では，「東京オリンピック開催都市にな
ることへの評価」との問いに，「よい」と答えた
人が 55% で，「まあよい」の 34％を合わせた数
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字は 89％にのぼり，大多数が東京 2020 大会を好
意的に受け止めている．「放送研究と調査」2020
年 1 月号で NHK 放送文化研究所世論調査部の斉
藤孝信は，過去 4 回での調査をも合わせて「『よい』






　・ 第 1 回（2016 年 10 月）：50％，36％，9％，
5％，0％，1％
　・ 第 2 回（2017 年 10 月）：54％，34％，8％，
4％，0％，0％
　・ 第 3 回（2018 年 3 月）：48％，36％，10％，
5％，1％，1％
　・ 第 4 回（2018 年 10 月）：51％，34％，10％，
5％，0％，0％































ジャネイロ 2016 大会，平昌 2018 冬季大会の開催
も手伝い，安定した状態にあった．























24 日～ 8 月 9 日にはオリンピック，8 月 25 日～



































論調査会が 2 月 29 日，3 月 1 日に実施した全国
面接世論調査では「開催可否」に関する設問はな
く，「関心がある」「どちらかといえば関心がある」
が合わせて 77％にのぼった．一方，NHK が 3 月

































催できないと思う」と答え，中年層（40 ～ 50 代）



















3 月 24 日，安倍首相が主導してバッハ会長と
電話会談，「１年程度をめどに，遅くても来年夏
までに開催する」ことで合意し「東京 2020」を
そのまま使用することが決まった．IOC は 25 日
開いた理事会で史上初となる延期を受け入れた．





3 月 30 日，森―バッハ会談でオリンピック開
会式は 2021 年７月 23 日，パラリンピックは８月





























































しかし東京 2020 大会の苦境は続き，開幕 1 年















る．2013 年 9 月の招致決定以来，新聞・テレビ
等の報道でオリンピック・パラリンピックへの理
解が進んだ現れではなかったか16）．






センターが共同で，全国 18 歳以上の 2,000 人を
対象に 6 月から 7 月にかけて３度調査を行った．
1 回目が 6 月 12 ～ 18 日（T1），2 回目が 6 月 26








7 月初めから東京を中心に「第 2 波」の感染拡大
が起きた影響と考える．同調査の総括でも以下の
通り指摘した．
「T1 の 6 月 12 日～ 18 日では，東京における 1
日当たりの感染者数（検査で陽性と判定された数）
は 20 ～ 40 人程度だったが，T2 の 6 月 26 日～ 7
月 2 日には 50 ～ 60 人であったが 7 月 2 日には

















重なる．NHK は 10 月 9 ～ 11 日に調査を実施，「開
催すべき」が 40％，「中止すべき」23％，「さら
に延期すべき」25％の順．共同通信社は 10 月 17
～ 18 日に行い，「開催すべきだ」37.6％に対し，「再
延期すべきだ」31.8％，「中止すべきだ」24.1％と













12 月 2 日，新型コロナウイルス対策を検討し
てきた「コロナ対策調整会議」が中間報告を公表．
参加選手の行動様式などを定め，予算措置も講じ














これが 2021 年 1 月になると，否定傾向がより
顕著となった．







NHK が 1 月 9 ～ 11 日に実施した調査は前述し














て，12 日に辞任．18 日に冬，夏 7 回オリンピッ
ク出場経験をもつ橋本聖子オリンピック・パラリ
ンピック担当大臣が後任会長に就任した21）．

















朝日新聞社の 2 月 13 ～ 14 日の調査では「再延
期」43％，「中止」31％と数値を落としたのに対し，




















共同通信の調査は前述の通り 3 月 20 ～ 21 日の
両日に実施，「今夏に開催するべきだ」は 23.2％
と１，２月から好転する一方，「中止するべきだ」

























































2024 年開催を待つフランスの AFP 通信は，「延
期されたオリンピックのスタートに向けて大きな

























































































































日本新聞協会が 2020 年 10 月から 11 月にかけ
て全国の 15 歳から 79 歳の男女 1,200 人を対象と
した調査では，各メディアに毎日接触する人の割
合は，新聞 50.2％，テレビ 83.0％，雑誌 3.8％，
ラジオ 16.6％，インターネット 74.0％だった．新
聞発行部数はこの 20 年間で大幅に減少，2000 年
5,370 万 8,831 部から 2020 年には 3,509 万 1,944 部













83.4％．初めて 8 割を超えて，パソコンの 69.1％
を圧倒した．スマホ個人保有率も 67.6％で携帯電


























シ ャ ル メ デ ィ ア を 通 し て 世 界 に 拡 散 さ れ て












































































の 2013 年 11 月，1,300 億円を想定した総工費が
3,000 億円に達することが判明して騒ぎが起きた．










成は 2019 年 11 月 30 日である35）．
東京 2020 大会のシンボルとなるエンブレムが








































































































３） 2021 年 2 月 18 日付，山陰中央新報朝刊




５） 2020 年 １ 月 13 日，NHK ウ ェ ブ サ イ ト
https://www.nhk.or.jp/





自由形代表．1978 年から IOC 委員，理事，副
会長を歴任し，世界アンチドーピング機構会
長，オリンピック放送機構会長などを務めた
８） 2020 年 3 月 9 日，NHK ウェブサイト https://
www.nhk.or.jp/
９） 2020 年 3 月 13 日，NHK ウェブサイト
10） 同上
11） 朝日新聞，毎日新聞，読売新聞，日経新聞，
産経新聞　2020 年 3 月 17 日，同 23 日参照
 「東京 2020」ホームページ　2020 年３月 24 日
参照
12） 2020 年 3 月 14 日，NHK ウェブサイト
13） 朝日新聞，毎日新聞，読売新聞，日経新聞，
産経新聞　2020 年 3 月 25 日，同 26 日参照
 NBC：2014 年に 17 年 -32 年までの夏，冬 6
大会の米国向け独占放送権を 76 億 5,000 万ド
ルで契約．開催時期や決勝時間も左右するほ
どの影響力を持つ
























の賛否について（第１報）　2020 年 7 月 21 日








産経新聞　2020 年 11 月 12 日参照
 「東京 2020」ホームページ　2020 年 12 月 3 日
参照
20） ジュネーブ発の共同通信電は，IOC のトーマ
















 JOC は 2019 年，女性理事の割合を 40％にす
ることを目標にした
22） 朝日新聞，毎日新聞，読売新聞，日経新聞，
産経新聞　2021 年 3 月 18 日参照
 週刊文春 2021 年 3 月 25 日号参照
23） 2020 年 3 月 25 日，NHK ウェブサイト







な日本人」中川淳一郎・2021 年１月 23 日配信，
朝日新聞デジタル「日本人は五輪を神聖視し
すぎ」デーブ・スペクター・2020 年 5 月 11
日配信
28） 朝日新聞社，毎日新聞社，読売新聞社，日本




















32） 日経ビジネス電子版 2020 年 2 月 28 日，NHK




2020 年 3 月 18 日付
34） 2013 年 9 月 7 日，アルゼンチン・ブエノスア





















 朝日新聞デジタル 2020 年 3 月 26 日配信記事，











産経新聞　2019 年 11 月 2 日参照
 NHK ニュース 2019 年 10 月 17 日，毎日新聞
2020 年 4 月 22 日参照




 （受理日：2021 年 3 月 30 日）
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